2008年度「労働法」（水町）

第12回　雇用関係の終了―解雇（text160-173）
１　解雇手続の規制
1.1　解雇予告

　　○民法627条1項と労基法20条

　　○例外としての「労働者の責に帰すべき事由」

　　○予告義務違反の解雇の効力

　　　＃81
1.2　解雇の時期的制限

　　○労基法19条
1.3　労働協約等による手続的制限
　　○解雇協議・同意約款
２　解雇理由の規制
2.1　法令による制限
　　○差別的な解雇の禁止
　　○法律上の権利行使を理由とした解雇の禁止
2.2　就業規則・労働協約による制限
　　○解雇事由の列挙は限定列挙か？ 例示列挙か？
2.3　判例による規制

2.3.1　解雇権濫用法理
　　○解雇の自由（民法627条1項）
　　○判例による解雇権濫用法理の形成

民法1条3項→労基法18条の2→労契法16条

　　○解雇の合理的理由

　　○解雇の社会的相当性

　　　　＃82など

探究　日本の裁判所はなぜ解雇の相当性を厳格に判断してきたのか？　それでよいのか？
2.3.2　整理解雇の法理
　　○整理解雇の「4要件」または「4要素」
　　　＃83Ⅰ・Ⅱ

　　　＊4要件（要素）の立証責任は？

2.3.3 変更解約告知の法理

　　○異議留保付承諾は認められるか？
　　○承諾しなかった場合の解雇の効力の判断は？

2.3.4　解雇権濫用の法的効果

　　○解雇無効（労働契約上の地位確認）
　　○解雇期間中の賃金支払い

　　○不法行為損害賠償
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